
(平成23年7月作成)

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

18

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費 11,816千円 11,816千円 11,816千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 14,386千円 14,565千円

(0千円) 4,209千円 4,209千円 1,460千円 1,460千円 1,460千円

臨時職員等 0.20人 0.20人

10,311

職員 0.53人 0.53人 0.20人 0.20人 0.20人

45 45 45

一般財源 (0) 10,172 10,311 10,311 10,311

5 45

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

10,356千円 10,356千円 10,356千円①直接事業費 10,177千円 10,356千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・ごみの分別啓発
・外国語版日程表
翻訳
・紙おむつ専用袋
購入
・ボランティア袋作
成

・ごみの分別啓発
・外国語版日程表
翻訳
・紙おむつ専用袋
購入
・ボランティア袋作
成

・ごみの分別啓発
・外国語版日程表
翻訳
・紙おむつ専用袋
購入
・ボランティア袋作
成

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・ごみゼロ社会を目指すアク
ショ　　ンプログラム印刷　542
千円
・ごみ分別啓発　630千円
・外国語版日程表翻訳　209
千円
・紙おむつ専用袋購入　6,300
千円
・収集日程表印刷　149千円

・ごみの分別啓発　370千円
・外国語版日程表翻訳　210
千円
・紙おむつ専用袋購入　7,000
千円
・ボランティア袋作成　1,113千
円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

・ごみの分別、減量化に向けた啓発の実施
・ごみ分別ガイドブックの作成や外国人向け日程表の作成
・紙おむつ専用袋の購入とボランティア袋の作成、配布

環境と共生する資源循環型社会を目指し、ごみの減
量化、資源化の促進に向けた啓発等を実施すること
により、真のごみゼロ社会を構築します。

重点施策コード4-1.資源循環型社会の構築（廃棄物の減量・資源化の推進） ごみ対策費 ごみゼロ・リサイクル推進事業

小 施 策 ごみの減量化 清掃費 （小事業名）

循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 衛生費 ごみゼロ・リサイクル推進事業

年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 271501

基本政策

継続 平成 年度～ 平成

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

生活環境部 環境対策室 草合要平 63-7496

事務事業名 ごみゼロ・リサイクル推進事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名

(H.23)No. 1086 (H.22)No. 1086

連絡先 投資事業

施設等維持管理



(平成23年7月作成)

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

検討の余地がある

検討の余地がある

現在の手法が妥当である

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

分別の徹底、資源化促進を引き続き図るため啓発に努めます。

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

補助・助成 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

一部実践している 地域づくり組織等

考察及び今後
の対応方針

ごみ分別及び資源化の啓発を徹底し、更なる減量化資源化を目指します。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

37.1

実績 37.6 31.7 38.1

- - - -
活動指標

目標 家庭から排出される一人一日あたりの燃やさ
ないごみの量

ｇ

335.0

実績 364.7 358.6 353.0

- - - -
活動指標

目標 家庭から排出される一人一日あたりの燃やす
ごみの量

ｇ

- 60

実績 58 58 58

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 エコポイント事業に取り組む店舗・事業所の

登録数
店

- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21



(平成23年7月作成)

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

4

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

(H.23)No. 1087 (H.22)No. 1087

事務事業名 環境委員活動事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先 投資事業

生活環境部 環境対策室 草合要平 63-7496 施設等維持管理

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 名張市環境委員設置要領 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 271503

基本政策 循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 衛生費 ごみゼロ・リサイクル推進事業

小 施 策 ごみの減量化 清掃費 （小事業名）

重点施策コード ごみ対策費 環境委員活動事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

・地域での環境リーダーとなるべく地域環境推進員の届出を受け、市民のごみ分
別、減量化の意識向上を図ります。

・ごみの減量化と徹底した資源化を図ることにより、
真のごみゼロ社会の構築を目指します。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・環境委員活動費報償（212
名）　1,484千円

・地域環境推進員活動費報償
（225名）　1,575千円
・消耗品費　410千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・地域環境推進員
活動費交付金
・消耗品費

・地域環境推進員
活動費交付金
・消耗品費

・地域環境推進員
活動費交付金
・消耗品費

①直接事業費 1,484千円 1,985千円 1,985千円1,985千円 1,985千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 1,484 1,985 1,985 1,985 1,985

職員 0.33人 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人

臨時職員等 0.10人

(0千円) 2,579千円 1,095千円 1,095千円 1,095千円 1,095千円

3,080千円 3,080千円 3,080千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 4,063千円 3,080千円

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費



(平成23年7月作成)

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 地域づくり組織や市民公益活動団体等と協働

で行う美化活動の参加者数
人

- - - - -

実績 3,600 3,300 3,300

-
成果指標

目標 市内で発生する廃棄物が適正に処理されて
いると感じている市民の割合

％
72.0

実績 69.4 71.8 71.8

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

平成23年度から、地域からの届出による住民主体の活動に移行。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 地域づくり組織等

できる

委託[業務量の50％以上相当] 拡大推進

備考欄（工夫・改善等を記載）

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

今後も地域の実情に応じた活動の推進に支援を行っていきます。

特記事項

できる

できる

本年度から地域からの届出制に移行
しました。現在の手法が妥当である



(平成23年7月作成)

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

22 23

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費 0千円 0千円 0千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 7,178千円 2,895千円

(0千円) 3,869千円 2,895千円 0千円 0千円 0千円

臨時職員等 0.20人

0

職員 0.53人 0.35人

一般財源 (0) 1,848 0 0 0

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

1,461

①直接事業費 3,309千円 0千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・試行収集用ごみ袋等購入
　　　　　　　　　　2,935千円
・啓発用チラシ印刷　155千円
・堆肥化処理手数料　219千円

夏季試行実施予定 指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

・平成22年度からの「ごみゼロ社会を目指すアクションプログラム」に基づき、生ご
みの分別収集を試行し本格実施に向けた課題等の検討を行う。あわせて、堆肥
化の実証実験も実施します。

・燃やすごみの約6割を占める生ごみを分別し資源化
することにより焼却コストの低減や資源化等を進める
ことにより真のごみゼロ社会の構築を目指します。

重点施策コード ごみ対策費 生ごみ資源化試行事業

小 施 策 リサイクル 清掃費 （小事業名）

循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 衛生費 生ごみ資源化試行事業

年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 272302

基本政策

継続 平成 年度～ 平成

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

連絡先 投資事業

生活環境部 環境対策室 草合要平 63-7496 施設等維持管理

事務事業名 生ごみ資源化試行事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名

(H.23)No. 1088 (H.22)No. 1088



(平成23年7月作成)

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

平成23年度事業完了予定

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

事業協力 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

一部実践している 地域づくり組織等

考察及び今後
の対応方針

生ごみ資源収集の本格実施に向けた成果のある試行事業を実施する。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

30.5

実績 27.3 30.3 30.9

- - - -
活動指標

目標
ごみのリサイクル率 ％

335.0

実績 364.7 358.6 353.0

- - - -
活動指標

目標 家庭から排出される一人一日あたりの燃やす
ごみの量

ｇ

- 959.0

実績 1,006.4 923.5 900

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

一人一日あたりのごみ排出量 ｇ
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21



(平成23年7月作成)

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

21 23

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

(H.23)No. 1089 (H.22)No. 1089

事務事業名 不適正排出ごみ処理事業（緊急雇用創出事業）
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先 投資事業

生活環境部 環境対策室 草合要平 63-7496 施設等維持管理

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 272201

基本政策 循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 衛生費 不適正排出ごみ処理事業（緊急雇用創出事業）

小 施 策 ごみの減量化 清掃費 （小事業名）

重点施策コード ごみ対策費 不適正排出ごみ処理事業（緊急雇用創出事業）

事業概要 めざす効果（事業目的）

・名張市内の不適正ごみに迅速に対応し、不法投棄ごみを一掃するため、国の
緊急雇用創出事業を活用し、早期発見、早期撤去に努めます。

・市内から不法投棄ごみを一掃することにより、不法
投棄できない環境づくりに努めることにより、真のご
みゼロ社会の構築を目指します。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・環境レンジャー　5名雇用
　人件費　6,397,300円
・2トントラック借上げ
          　1,240,050円ほか

・環境レンジャー（6名：5月～9
月）
　　2トントラック2台借上げ
　　　7,700千円
・環境レンジャー（3名：10月～
3月）
　　2トントラック1台借上げ
　　　9,084千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

①直接事業費 9,964千円 16,784千円

16,784

0

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金 9,964

地方債

一般財源 (0) 0 0 0 0 0

職員 0.33人 0.15人

臨時職員等 0.10人 0.70人

(0千円) 2,579千円 2,285千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 12,543千円 19,069千円

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費



(平成23年7月作成)

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

成果指標
目標 市内で発生する廃棄物が適正に処理されてい

ると感じている市民の割合
％

- - - - 72.0

実績 69.4 71.8 71.8

目標

実績

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

事業終了後のごみ施策としての事業化を検討する必要がある。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

平成23年度事業完了予定

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

特記事項

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である



(平成23年7月作成)

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

13

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費 3,917千円 3,917千円 3,917千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 7,031千円 3,602千円

(0千円) 3,479千円 705千円 365千円 365千円 365千円

臨時職員等 0.20人 0.20人

3,552

職員 0.43人 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人

一般財源 (0) 3,552 2,897 3,552 3,552

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

3,552千円 3,552千円 3,552千円①直接事業費 3,552千円 2,897千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・環境レンジャー
委託
・不法投棄物処理
手数料

・環境レンジャー
委託
・不法投棄物処理
手数料

・環境レンジャー
委託
・不法投棄物処理
手数料

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・環境レンジャー委託　2,100
千円
・不法投棄物処理手数料
　　家電4品目　719千円
　　タイヤ　　　　189千円
　　消火器等　　　84千円

・環境レンジャー委託1,553千
円
・不法投棄物処理手数料
1,247千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

・不法投棄の監視パトロールを通年で行い、不法投棄物の早期発見、早期撤去
を行うことにより、不法投棄ができない環境づくりを目指します。
・家電4品目など法律でその処理方法が定められたものについて、適正に処理を
行います。

・不法投棄の監視パトロールと撤去体制を整備するこ
とにより真のごみゼロ社会の構築を目指します。

重点施策コード ごみ対策費 不法投棄対策事業

小 施 策 ごみの減量化 清掃費 （小事業名）

循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 衛生費 不法投棄対策事業

年度 名張市廃棄物の適正処理及び環境美化に関する条例 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 272001

基本政策

継続 平成 年度～ 平成

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

連絡先 投資事業

生活環境部 環境対策室 草合要平 63-7496 施設等維持管理

事務事業名 不法投棄対策事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名

(H.23)No. 1090 (H.22)No. 1090



(平成23年7月作成)

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

不法投棄ごみの処理のため事業の継続は不可欠です。

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

情報提供・情報交換 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

一部実践している 地域づくり組織等

考察及び今後
の対応方針

不適正排出ごみの迅速処理には不可欠である。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

72.0

実績 69.4 72.3 76.0

- - - -
成果指標

目標 市内で発生する廃棄物が適正に処理されて
いると感じている市民の割合

％

- -

実績 5,575 5,973 4,385

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

不法投棄の処理件数 件
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21



（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

21 23

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

0 0 0

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

一般財源 (0) 0 0

0千円 0千円

その他（　　　）

地方債

県支出金 9,976 9,976

0千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

①+②総事業費 (0千円) 10,560千円 10,487千円

0.07人人
工
数

職員 0.08人

臨時職員等

②概算人件費 (0千円) 584千円 511千円 0千円 0千円 0千円

①直接事業費 9,976千円 9,976千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・取扱量
　　草　　　530ｔ
　剪定枝　459ｔ
　合 　計　989ｔ

・草木類リサイクル委託：委託
料9,976千円

・取扱量
　　草　　　500ｔ
　剪定枝　300ｔ
　合 　計　800ｔ

・草木類リサイクル委託：委託
料9,976千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

シルバー人材センターが行う事業や、各地域における住民組織から発生する草木ご
みの処理を行う必要性が年々高まる中、シルバー人材センターにこれらの破砕作業
を委託することにより、草木類のチップ化・堆肥化など循環型社会の仕組みづくりに
つなげる。

草木類を破砕することで、それ自体の減量化につなが
るとともに、堆肥化などを行うことにより資源のリサイ
クルを図ることができる。

重点施策コード4-1.資源循環型社会の構築（廃棄物の減量・資源化の推進） 農業総務費 草木類リサイクル事業

小 施 策 リサイクル 農業費 （小事業名）

循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 農林水産業費 ふるさと雇用再生特別基金事業

年度 バイオマス活用推進基本法 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 305001

基本政策

継続 平成 年度～ 平成

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

連絡先 投資事業

産業部 産業政策室 朝野　陽助 63-7623 施設等維持管理

事務事業名 草木類リサイクル事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名

(H.23)No. 1095 (H.22)No. 1095



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

平成23年度事業完了予定

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

ふるさと雇用再生特別基金事業を活用しており、平成２３年度完了予定。
２４年度以降はバイオマスタウン構想による施設開設により実行予定。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

委託[業務量の50％以上相当] 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

平成２３年度でふるさと雇用再生特別基金事業終了のため草木
類堆肥化施設を整備。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している 事業者

考察及び今後
の対応方針

平成21年度においては目標を達成できなかった。
今後は実施手法の検討により、受入れ量を増やす等、目標達成に向けて努力する。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

実績

目標

- -

実績 - 944 990 -

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

草木類リサイクル取扱量 t
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21



(平成23年7月作成)

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

20

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費 2,230千円 2,230千円 2,230千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 3,053千円 2,570千円

(0千円) 2,554千円 1,070千円 730千円 730千円 730千円

臨時職員等 0.30人 0.20人

1,500

職員 0.28人 0.10人 0.10人 0.10人 0.10人

一般財源 (0) 499 1,500 1,500 1,500

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

1,500千円 1,500千円 1,500千円①直接事業費 499千円 1,500千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・生ごみ処理機器
購入費補助金

・生ごみ処理機器
購入費補助金

・生ごみ処理機器
購入費補助金

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・生ごみ処理機器購入費補助
金79件498千円

・生ごみ処理機器購入費補助
金
　　　1,500千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

・燃やすごみに含まれる生ごみを資源化、減量化するため、生ごみ処理機器を
購入する家庭に対し補助金を支出します。

・ごみの減量化、資源化を進めることにより、真のご
みゼロ社会の構築を目指します。

重点施策コード ごみ対策費 生ごみ処理機器購入費補助金

小 施 策 ごみの減量化 清掃費 （小事業名）

循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 衛生費 ごみゼロ･リサイクル推進事業

年度 生ごみ処理機器購入費補助金交付要綱 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 271508

基本政策

継続 平成 年度～ 平成

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

連絡先 投資事業

生活環境部 環境対策室 草合要平 63-7496 施設等維持管理

事務事業名 生ごみ処理機器購入費補助金
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

○ 補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名

(H.23)No. 3041 (H.22)No. 3041



(平成23年7月作成)

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

　せん定枝粉砕機に対する補助を23年度から実施して家庭から燃やすごみとして排出さ
れるせん定枝の減量を図ります。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

ごみ減量に向けて一定の期間事業の継続が必要と考えます。

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

生ごみを自家処理を進めていく上で必要不可欠な事業であり
ます。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

考察及び今後
の対応方針

生ごみの資源化の本格実施の進展によっては今後の方針を再構築する必要がある。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

959.0

実績 1,006.4 923.5 900.0

- - - -
成果指標

目標
一人一日あたりのごみ排出量 ｇ

- -

実績 361 137 74

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

生ごみ処理機器購入補助件数 件
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21



(平成23年7月作成)

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

22 22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

(H.23)No. 4072 (H.22)No. 4072

連絡先 投資事業

施設等維持管理

事務事業名 草木類資源化事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名

生活環境部 環境対策室 草合要平 63-7496

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 271801

基本政策 循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 衛生費 草木類資源化事業

小 施 策 ごみの減量化 清掃費 （小事業名）

重点施策コード4-1.資源循環型社会の構築（廃棄物の減量・資源化の推進） ごみ対策費 草木類資源化事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

・家庭から排出されるせん定枝の減量化に向けた2次粉砕機付粉砕処理車の購
入。 環境と共生する資源循環型社会を目指し、ごみの減

量化、資源化に取り組みごみゼロ社会を構築します。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・旅費　　　52千円
・役務費　31千円
・備品購入費　　10,879千円
・公課費　　　　70千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

①直接事業費 11,032千円 0千円

11,015財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 17 0 0 0 0

職員 0.20人 0.24人 0.24人 0.24人 0.24人

臨時職員等 0.20人 0.20人

(0千円) 1,800千円 2,092千円 1,752千円 1,752千円 1,752千円

1,752千円 1,752千円 1,752千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計及び組合会計の、財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金または市分担金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 12,832千円 2,092千円

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費



(平成23年7月作成)

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 家庭から排出される一人一日あたりの燃やす

ごみの量
ｇ

- - - - 335.0

実績 364.7 358.6 353.0

目標

実績

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

ごみ分別及び資源化を徹底し、更なる減量化資源化を目指します。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

23年度からの運用及び活用に向けて取り組みます。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 地域づくり組織等

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

情報提供・情報交換 今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

チッパー車の効率的な運用を目指し各地域での剪定処理を実施できるよう事業を進めて
いく

特記事項

事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある

現在の手法が妥当である



(平成23年7月作成)

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

2

2

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費 475千円 475千円 475千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,794千円 557千円

(0千円) 1,679千円 438千円 438千円 438千円 438千円

臨時職員等

37

職員 0.23人 0.06人 0.06人 0.06人 0.06人

一般財源 (0) 115 119 37 37

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

37千円 37千円 37千円①直接事業費 115千円 119千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・三重県都市清掃
会議会費
・容器包装に関す
る説明会旅費

・三重県都市清掃
会議会費
・容器包装に関す
る説明会旅費

・三重県都市清掃
会議会費
・容器包装に関す
る説明会旅費

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・全国都市清掃協議会会費
92千円
・三重県都市清掃会議会費
10千円
・容器包装に関する説明会旅
費　１３千円

・全国都市清掃協議会会費
92千円
・三重県都市清掃会議会費
20千円
・容器包装に関する説明会旅
費　17千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

・全国都市清掃会議、三重県清掃協議会を通じて、国や県に対してごみ施策に
関する要望を行うとともに会を通じて情報の収集を実施 ・ごみ施策の行政要望の実現

重点施策コード ごみ対策費 ごみ対策費

小 施 策 ごみの減量化 清掃費 （小事業名）

循環型社会の創造 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 ごみの減量化とリサイクル 衛生費 ごみゼロ・リサイクル推進事業

年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれた、憩いと潤いのある暮らし 会計区分 事業コード 271502

基本政策

継続 平成 年度～ 平成

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

連絡先 投資事業

生活環境部 環境対策室 草合要平 63-7496 施設等維持管理

事務事業名 ごみ対策費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名

(H.23)No. 6075 (H.22)No. 6075



(平成23年7月作成)

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

ごみの問題の解決へ向けて課題や要望をあげるためには不可欠な事業であると考えま
す。

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

他団体や自治体との連携をして施策の推進に努めます。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

考察及び今後
の対応方針

他の自治体と協力し、制度改変の要望等を進めます。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

実績

目標

- 959.0

実績 1,006.4 923.5 900.0

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

一人一日あたりのごみ排出量 ｇ
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21


